
Taiwan





はしがき

　アジア経済研究所では，アジア各国の政治，経済，対外関係に関する動向を的確に伝えることを
目的に，1970 年以降毎年『アジア動向年報』を発行してきました。時代とともに対象国・地域も
変化し，現在は 23 のアジアの国・地域およびアメリカの対アジア関係をカバーしています。事業
開始から 50 年以上経ちましたが，アジア各国・地域を長年観察してきた所内外の研究者が現地の
一次資料や現地調査に基づき，その年に起きた重要な出来事や変化を解説するというスタイルは現
在でも変わっていません。執筆者が交代しても，同じフォーマットで50年以上にわたりアジア各国・
地域の動向を伝える書は，世界をみても類似のものはないといってよいでしょう。
　『アジア動向年報』には 2 つの役割があります。ひとつは，アジア各国・地域で起きた事象の時
事的な解説を行うとともに，その歴史的背景や意味についても明らかにし，アジア各国を理解する
うえで有用な情報を提供することです。もうひとつは，歴史を振り返る資料としての役割です。と
はいえ，現在の『アジア動向年報』は各年単位で読む仕様となっており，各国の動向を時系列で追
うには不便との声が寄せられてきました。
　そこで 50 年分の蓄積を生かし，既刊の年報から各国の章を抽出して 10 年ごとに 1 冊に束ね，
各国の動向を 10 年単位で把握できるよう，『アジア動向年報〈バンドル版〉』を作成することに
なりました。既刊のものをまとめるだけでなく，冒頭には第一線の研究者が新たに執筆した各国
の 10 年間を理解するための解説を付しています。これにより，各国の長期の動向をより理解し
やすくなり，多くの方にご利用いただけるのではないかと思います。2021 年の第 1 巻（2010 ～
2019 年），2022 年の第 2 巻（2000 ～ 2009 年）に続き，今回は 1990 ～ 1999 年までの 10 年
分を第 3 巻として公刊します。今後は 1970 年までさかのぼり計 5 巻作成する予定です。
　なお，本バンドル版はこれまでの A5 判と異なり，B5 判で制作しています。これは『アジア動
向年報』の判型が 1990 年代の途中で B5 判から A5 判に変更されており，判型をどちらかに統一
する必要があったためです。また判型の変更とともに本文の体裁も 2 段組みから 1 段組みとなっ
たため，既存部分のレイアウトが 1994 年前後で異なっています。あらかじめご承知おきください。
　今回のバンドル版もまた価値ある資料として，アジア各国・地域を理解する一助となることを願っ
ています。

　2024 年２月

日本貿易振興機構アジア経済研究所所長

深尾京司
表紙・本文デザイン　羽田野めぐみ
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　1990年代の台湾は，国内政治，経済，対外
関係のあらゆる面で大きく変化した。それは多
くの人にとって歓迎すべき変化であった。
　国内政治では民主化が進行し，完成に至った。
まず，権威主義体制期に部分的にしか改選され
ていなかった国会（国民大会と立法院）が全面
改選され，続いて総統の直接選挙が実現した。
民主化を主導した李登輝が初の民選総統となっ
た。
　経済は着実に成長した。失業率は低位にと
どまり，所得分配も良好な水準を維持した。
GDPの支出面では民間消費と輸出，生産面で
はサービス業の比重が増大した。製造業では電
子産業が目覚ましい発展を遂げ，高度化が進ん
だ。
　対外関係では，まず，李登輝政権の方針の転
換によって，間接的ながら台湾と中国の間の
交渉が開始されたことが注目される。ただし，
1990年代後半に入ると，中台間の矛盾がたび
たび顕在化することになった。台湾は中国以外
の国に対しても，「柔軟外交」，「実用主義外交」
と呼ばれる，新しい姿勢で臨むようになった。

民主化と李登輝のリーダーシップ
　台湾政治にとって，1990年代は民主化の十
年であった。台湾の民主化とは，中国との内戦
状態を想定し，それゆえに専制的で抑圧的で
あった体制を脱却し，台湾に立脚し，その民意
に基づいた体制に移行することであった。民主
化は中華民国憲法を改正しながら段階的に進め
られ，種々の選挙が行われるようになった。こ
の過程で強いリーダーシップを発揮したのが総
統の李登輝である。政治と後述の対外関係をみ
るならば，1990年代は李登輝の十年であった
ともいえる。
　李登輝は蔣経国に抜擢されて副総統となり，
1988年に蔣の死により憲法に則って総統に就
任したが，政府と党のなかに基盤はなく，政治
的にはほとんど無力であるとみられていた。し
かし，李登輝は1990年になって，総統再選に
向けて政治的な指導力を発揮しようとする姿勢
を明らかにした。李煥行政院長（首相に相当）
や郝柏村国防部長（部長は大臣に相当）といっ
た中国国民党（以下，国民党）の有力政治家は
これに反発した。こうして2月には，国民党内
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改正が行われ，総統の権限の強化のほか，台湾
省の事実上の廃止が決定された。台湾省政府は，
中華民国が中国全体を統治するという虚構のも
とで，中央政府と重複する領域を治めていたた
め，民主化の面からも，行政効率の面からも、
その廃止が求められたのである。
　台湾省が廃止された結果，宋楚瑜は最初で最
後の民選省長となった。宋はこれを機に李登輝
と袂を分かち，2000年の総統選挙への出馬に
向かっていった。
　1998年には台北市長と高雄市長の選挙が行
われ，台北市では国民党の馬英九が現職の陳水
扁を破って当選した。優れた実績をあげていた
陳水扁の敗北の背景には，外省人票の団結が
あった。敗れた陳水扁は総統選挙への立候補を
目指していくことになった。高雄市では民進党
の謝長廷が現職の呉敦義を破って当選した。
　1999年になると，9月の大地震による中断
はあったものの，翌年の総統選挙に向けた動き
が活発化していった。李登輝は出馬せず，国民

党は副総統の連戦を候補者に立てた。上述のよ
うに，宋楚瑜と陳水扁も参選し，三つ巴の選挙
戦となった。その結果，2000年3月，初の政
権交代が実現することになったのである。
　最後に，李登輝政権が台湾に根差した種々の
政策を実施したことを指摘しておきたい。特に
医療保険の国民皆保険化と，台湾の歴史や地理
に関する教育の実施が重要である。こうした政
策は，台湾の人々の「中国人ではなく，台湾人
である」というアイデンティティを涵養し，政
治の底流を形成していったのである。

着実な成長と産業の高度化
　1990年代の台湾経済は着実に成長した（図
1）。1990年から99年の年平均成長率は6.6％
だった。アジア通貨危機の影響を受け，1998
年の成長率は若干，低下したが，他のアジア諸
国に比べれば影響は軽微だった。一人当たり
のGDPも，1990年には8205米ドルだったが，

経 済
に李登輝を支持する主流派と，それに対抗する
非主流派が形成され，政争に発展した。
　政争は主流派が制し，李登輝は3月の国民大
会（総統の選出や憲法の改正を担う議会）で総
統に再選された。政争を機に，社会にも民主化
の機運が生成され，3月には政治体制の改革を
求める学生が総統府近くの中正紀念堂を占拠し
た。こうした社会の声も力にして，李登輝は民
主化を進めていったのである。
　5月，李登輝は総統に就任し，行政院長を李
煥から郝柏村に交代した。これは一面では依然
として権力基盤が脆弱だった李登輝の非主流派
への妥協だったが，同時にその切り崩しでも
あった。
　6月から7月にかけて，李登輝は総統の諮問
機関として国是会議を開催した。会議は各界の
代表から構成され，総統の直接選挙，国会の全
面改選，台湾省・台北市・高雄市の首長の民選
化，憲法を停止させていた「動員戡乱（反乱鎮
定）時期臨時条項」の廃止，中国との交流拡大
などを決議した。これにしたがって，1991年
に第1次の憲法の改正が行われ，国民大会と立
法院の選挙が準備された。

　国民大会代表は1991年に全面改選された。
新しい国民大会によって，1992年に第2次，
1994年に第3次の憲法の改正が行われ，総統
選挙の実施と住民の直接投票による選出という
方式が決められた。
　1992年には立法委員（国会議員に相当）が
全面改選された。この選挙では野党の民主進歩
党（以下，民進党）が議席を増やし，郝柏村は
責任をとって行政院長を辞任することになっ
た。李登輝は近い関係にある連戦を後任とし，
そのリーダーシップを確立した。立法委員は以
後2008年まで，3年ごとに改選されている（そ
れ以降は4年ごと）。
　1994年には，それまで中央政府が任命して
いた台湾省・台北市・高雄市の首長の選挙が実
施された。台湾省長と高雄市長には，それぞれ
現職であった国民党の宋楚瑜と呉敦義が当選し
た。台北市長選挙は，国民党，民進党，新党の
三党で争われた。新党は，国民党の非主流派
の一部が離党して結成し，主に外省人（1945
年以降，中国大陸から台湾に移住した人とその
子孫）から構成されていた。選挙では，民進党
の陳水扁が新党候補者の当選を嫌った本省人

（1945年以前から台湾に住む人とその子孫）の
票を集めて当選した。この選挙以降，本省人対
外省人というアイデンティティ政治が，明確に
台湾政治を規定するようになった。
　1996年，総統の直接選挙が実施された。国
民党からは李登輝と連戦の総統・副総統候補の
ペアが出馬し，他の候補を大差で破り，台湾初
の民選総統となった。これによって，民主主義
体制は完成したことになる。
　改革はなおも続行され，1996年に改選され
た国民大会によって，翌97年に第4次の憲法の
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図 1　一人当たりGDPと経済成長率

（出所）行政院主計總處ウェブサイト（https://nstatdb.dgbas.gov.tw/dgbasAll/
webMain.aspx?sys=100&funid=dgmaind 2023 年 9 月 3 日アクセス）より作成。

「動員戡乱時期臨時条項」の廃止を宣言する李登輝
総統（1991 年）。（写真：總統府 , Attribution,via 
Wikimedia Commons）
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会の推計によると，1990年の6.5％から1999
年の17.5％に上昇した（図3）。輸入における
比率も，1.4％から4.1％に上昇したが，貿易収
支は終始，台湾側の大幅な黒字が続き，1999
年には190億米ドルまで膨らんだ。
　経済政策のなかで注目すべきは，第1に，産
業を振興の対象としていた奨励投資条例に代
わって，1990年に研究開発などの活動を振興
の対象とした産業高度化促進条例が定められた
ことである。ただし，実態としては産業を対象
とする性格が色濃く残ることになった。第2は，
外国人労働者の導入の開始である。第3は，銀
行の新規設立の認可，公営企業の民営化といっ
た自由化政策である。第4は，高速鉄道や南部
科学園区などのインフラストラクチャー建設で
ある。1995年から取り組まれた，台湾を製造業，
運輸，金融，通信，メディアにおける地域のハ
ブにしようというアジア太平洋オペレーション
センター構想も，自由化とインフラストラク
チャー建設を推進するものだった。

中国との関係拡大と柔軟外交の展開
　1990年代は中国との関係が発展した十年で
もあった。先行して拡大する経済関係に続いて，
制度の整備も進んだ。中国との内戦状態を想定
しているかぎり，台湾は接触も，交流もしない
という方針を掲げ続けざるを得なかったが，李
登輝政権は内戦状態を終了させたので，交流の
合法化と関与が可能になったのである。
　李登輝政権は，1990年に総統府に国家統一
委員会，行政院（内閣に相当）に大陸委員会を
設置し，さらに窓口機関として海峡両岸基金会

（海基会）を設け，中国との交渉を開始した。
1991年には基本方針として国家統一綱領が制
定され，翌92年には中国との関係を定めた法
として両岸人民関係条例が成立した。1993年
にはシンガポールにおいて，海基会の辜振甫会
長と中国側のカウンターパートの海峡両岸関係
協会の王道涵会長によるトップ会談が実現した。
　しかし，1995年以降になると，民主化を進め，

対外関係99年には1万3804米ドルに増加した。1998年
の減少は，アジア通貨危機の影響によって為替
レートが下落したためである。
　失業率は1995年以降，上昇がみられたもの
の，99年においても3％を超えることはなかっ
た。所得格差を表すジニ係数は，1990年の
0.312から1999年の0.325へと若干の上昇が
あったが，依然として低水準であった。
　GDPの支出面をみると，民間消費と輸出の
比重が増大した。1990年のGDPに占める比率
はそれぞれ52.3％と45.2％だったが，1999年
には55.0％と47.2％に上昇した。生産面では，
サービス業の成長が顕著だった。1990年の
GDPに占める比率は56.9％だったが，1999年
には66.5％に上昇した。一方，農林水産業の
比率は4.0％から2.4％に，工業の比率は39.3％
から31.1％にそれぞれ低下した。サービス業
の成長は，所得の上昇による需要の増大や，外
国資本の参入規制の緩和，新銀行の設立といっ
た改革によってもたらされたと考えられる。

　製造業ではパソコン，半導体などからなる電
子産業が発展し，構造が大きく変化した（図2）。
エイサー（宏碁），クオンタ（広達電脳），コン
パル（仁宝電脳工業），インベンテック（英業達），
ホンハイ（鴻海精密工業）といった企業が，日
米等の企業から委託されて世界のパソコンの生
産を担うようになった。半導体産業においては，
TSMC（台湾積体電路製造）やUMC（聯華電子）
が，ファウンドリと呼ばれる受託製造の発展を
牽引し，世界のサプライチェーンに変革をもた
らした。
　一方，1980年代に始まった労働集約型産業
の海外への移転は1990年代も続いた。特に中
国への直接投資が著しく増大し，その結果，中
国への部品や材料の輸出も大きく伸長した。
1999年までの認可額の累計をみると，中国
以外への直接投資は約50年間に219億米ドル
だったのに対し，中国への直接投資は1980年
代から始まったにもかかわらず145億米ドルに
達した。輸出における中国の比率は，大陸委員
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図 3　台湾の貿易における中国の比率と貿易収支

（注） 輸出は大陸委員会の推計値。
（出所） 大陸委員會『兩岸經濟統計月報』（https://www.mac.gov.tw/News.aspx?n=2C28D363038
C300F&sms=231F60B3498BBB19　2023 年 12 月5 日アクセス）より作成。
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図 2　製造業の付加価値生産に占める電子産業の比率

（出所）行政院主計總處ウェブサイト（https://nstatdb.dgbas.gov.tw/dgbasAll/webMain.aspx?sys　
=100&funid=dgmaind 2023 年 9 月 3 日アクセス）より作成。
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また国際社会での活動を活発化させる台湾と，
「一つの中国」原則のもとに台湾を抑え込もう
とする中国の矛盾が表面化し，関係はしばしば
緊張した。画期は1995年の李登輝の訪米であっ
た。中国はそれを激しく批判し，総統選挙まで
ミサイル演習などによる威嚇を続けた。
　中国は選挙後になると，台湾企業の取り込み
を図るようになった。李登輝政権は1993年か
ら，台湾企業の中国への傾斜を懸念し，東南ア
ジアへの投資を促す南向政策を実施していた
が，中国の台湾企業の取り込みに対しては，大
型の投資やハイテク産業の投資を禁止する「戒
急用忍」政策を発動した。
　1998年，北京において辜振甫と王道涵の二度
目の会談が行われ，いったん関係は修復された。
しかし，1999年に李登輝が中国との関係を「特
殊な国と国の関係」とする「二国論」を発表した
ことによって，関係は再び冷却することになった。
　台湾と中国の関係において，アメリカの役割
は決定的に重要である。アメリカは台湾海峡が
不安定化しないように，武器の売却を継続して
台湾の防衛力を維持し，中国の軍事的威嚇に対
しては，機動艦隊を派遣して牽制した。一方，
中国の李登輝政権に対する懸念にも理解を示し，
クリントン大統領は1998年の訪中時に，台湾独
立等への不支持を表明した。二国論はアメリカ
にとっても歓迎できない発言であり，李登輝政
権の末期には対米関係も冷え込むことになった。
　李登輝政権は成立以来，他の国との外交にお
いても，「柔軟外交」や「実用主義外交」と呼
ばれる，新しい政策を行うようになった。台湾
は従来，「一つの中国」を原則とし，中国との
並存を拒み，自ら国際社会での活動の場を狭め
てきたが，中国との並存を容認し，名称にも拘

泥せず，実質的な関係の構築と発展を重視する
姿勢に転じたのである。これも李登輝政権の脱
内戦の発想に基づいている。
　成果としては，1991年に中国，香港ととも
にAPEC（アジア太平洋経済協力）への参加を
果たした。GATT（関税及び貿易に関する一
般協定）にも加入を申請した。GATTを継承
したWTO（世界貿易機関）には，2002年になっ
て中国とほぼ同時に加盟している。国連加盟に
も継続的に取り組んだが，成功はしなかった。
　二国間では実際に台湾と中国の二重承認が実
現することはなかったが，台湾から訪問する
場合は休暇を使った非公式の形をとりながら，
国交のない国とも積極的に首脳外交を行った。
国交を結ぶ国は1990年初めが26だったのに対
し，1999年は29と若干，増加した。しかし，
大きなプレゼンスを持つ韓国，南アフリカとそ
れぞれ1992年と96年に断交したことは，台湾
にとって痛手であった。
　最後に，1990年代は日本との関係が良好に
発展した十年であった。特に日本側の台湾に対
する認識の高まりが顕著だった。これは日本の
植民地統治を経験し，日本語も堪能な李登輝が
とった親日的な姿勢によるところが大きかった。
� （新領域研究センター）

李登輝総統と司馬遼太郎の対談（1993 年）。（写真：
總統府全球資訊網 , Attribution, via Wikimedia 
Commons）
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